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「被ばく放射線量等に関する定期報告について（通達）」（昭和５４年１月４日付け 

５３資公部第５１２号）、「放射線業務従事者の線量当量等に関する定期報告について

（通達）」（平成１１年４月２３日付け１１資公部第１３２号）、「事務連絡」（平成

１３年２月６日付け原子力安全・保安院）、「放射線業務従事者の線量報告等に係る報

告の依頼について」（平成１３年５月２５日付け原子力安全・保安院）および「放射線

業務従事者の線量等に関する報告について」（平成１４年４月１日付け平成１４・０３・

１８原院第３号）に基づき、従事者被ばく放射線量等報告書（昭和６３年度第４四半期、

昭和６３年度）、放射線業務従事者線量当量等報告書（平成元年度第１四半期～平成１

２年度第３四半期）、放射線業務従事者線量等報告書（平成１２年度～平成３０年度）

を次のとおり報告します。 

なお、本報告は昭和６３年度第４四半期（北電原安第３号）～平成３０年度（北電原

第３４号）で報告を行ったもののうち、別紙のとおり訂正が必要となったものに対し再

報告するものです。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１９年度 

放射線業務従事者線量等報告書 

（再報告） 

 



施設名 泊発電所

運転状況
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運 転 状 況

MWh

%

MWh

1,158

9,121,610

%

MW

%設 備 利 用 率 82.5

資料1

発電所合計

19

MWMW

MWh

電 気 出 力

発 電 電 力 量

２号機

579

4,924,506

96.8

資料2

89.7

１号機

579

4,197,104



Ⅰ．放射線業務従事者線量関係

1．年度の放射線業務従事者線量

(続き)

(続き)

2． １日を始期とする５年間ごとの線量が100mSvを超えた者

(人)

泊・ ・2/10

0

0.6      －合  　計 0 2,021 1.24

平成 １３年４月

社    員

線　　量　　分　　布　　(人)

5mSv以下
5mSvを超え
10mSv以下

10mSvを超え
15mSv以下

15mSvを超え
20mSv以下

20mSvを超え
25mSv以下

292 0 0

45mSvを超え
50mSv以下

1

25mSvを超え
30mSv以下

30mSvを超え
35mSv以下

35mSvを超え
40mSv以下

40mSvを超え
45mSv以下

0

0

0

合  　計

1,693

1,985

35

35

そ の 他

合  　計

1

0

そ の 他

社    員 0 0 0

線　　量　　分　　布　　(人)

0

0

0 292 0.04

0

総線量
(人・Sv)

平均線量
(mSv)

0 0

10.5

50mSvを
超える

合　計

線量分布(人)
最大線量
(mSv)

19

そ の 他

0.1 2.7

0.70 1,729

社    員

1.21

00 0 0

00 0 0

0



３．女子(妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を事業者等に書面で申し出た者

　　及び妊娠中の者を除く)の放射線業務従事者の線量
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-

-

-

X

--

X

X

0

0 0

0

0

0

0

1

0

0

最大線量
(mSv)

X

-

-0 0

総線量
(人･Sv)

X

-

X

-

X

X

-

X

-

-

X

X

平均線量
(mSv)

X

-

X

1 0

X

X

0 0

-

X

-

X

X

-第3四半期

社　員

その他

合　計

第4四半期

社　員

合　計

その他

第2四半期

社　員

その他

その他

合　計

第1四半期

合　計

2 0

2mSvを超え
5mSv以下

社　員

線　　量　　分　　布　　(人)

1mSv以下

0

5mSvを
超える

1mSvを超え
2mSv以下

1 0

0

0

3

3 0

0 0

1

0

0 0 0 0

2 0

19

X

0 0

0 0

0 0

X

0

0

0 0 0

0



４．妊娠中の女子の放射線業務従事者において線量限度を超えた者

(1)腹部表面の等価線量が2mSvを超えた者

(2)内部被ばくによる実効線量が1mSvを超えた者

泊・ ・4/1019

0

0 (人)

(人)



１．放射性気体廃棄物の放出量 (単位：Bq)

１号機排気筒

２号機排気筒

その他排気筒

(続き)

１号機排気筒

２号機排気筒

その他排気筒

原子炉施設合計

排気筒
別内訳

放射性気体廃棄物の放出放射能(Bq)は、排気中の放射性物質の

濃度(Bq/cm3)に排気量(cm3)を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示した。
検出限界濃度は以下のとおり。
131Ｉ：7×10-9(Bq/cm3)以下

全粒子状物質：4×10-9(Bq/cm3)以下(60Coで代表した)
その他排気筒(内訳)：
廃棄物処理建屋排気口
焼却炉排気筒

4.7×10 11

2.5×10
 11

2.2×10
 11

1.1×10 10

年間放出管理目標値

1.1×10
 10

全粒子状物質

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

－

排気筒
別内訳

131Ｉ

1.2×10
 5

2.0×10 9

1.0×10
 9

3.1×10
 9

・5/10泊・ 19

－

3Ｈ 備　考

Ⅱ．廃棄物関係

年間放出管理目標値

1.2×10 5

ＮＤ

1.5×10
 3

原子炉施設合計

全希ガス

1.1×10
 15

6.3×10
 7



２．放射性液体廃棄物の放出量 (単位：Bq)

(続き)

(続き)

※２次系のトリチウム（ Bq)を含む

２号機排水口

放射性液体廃棄物の放出放射能(Bq)は、排水中の放射性物質の

濃度(Bq/cm3)に排水量(cm3)を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はＮＤと表示した。
検出限界濃度は以下のとおり。

放射性液体廃棄物(3Hを除く)：2×10-2(Bq/cm3)以下(60Coで代表した)

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

－

その他137Cs134Cs131I

備　　考

―

ＮＤ

年間放出管理目標値

2.7×10 13

ＮＤ

原子炉施設合計

年間放出管理目標値

原子炉施設合計

１号機排水口

54Mn

ＮＤ

排水口
別内訳

59Fe 58Co51Cr

2.7×10 13

ＮＤ

ＮＤ

9.5×10 9

排水口
別内訳

年間放出管理目標値

－

3
H※

１号機排水口

２号機排水口

ＮＤ

原子炉施設合計

１号機排水口

２号機排水口

排水口
別内訳

核　種　別

60Co

ＮＤＮＤ

ＮＤ ＮＤ
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7.4×10 10

ＮＤ

核　種　別

ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

全核種

(
3
Hを除く)



３．放射性固体廃棄物等の発生量及び保管量

(1)固体廃棄物貯蔵庫

─

─

─

─ 0 本相当

0 本相当

0

本相当

5,755本相当

0

0 本

4644,271 本相当

本

本相当

本

備考

固体廃棄物貯蔵庫

1,020

本相当

0

合　計

本相当本 本相当

0

41254

0 本相当

ドラム缶

本

雑固体

その他

本相当

274

0

本

充填固化体

当該年度の発生量

当該年度の減少量

均質固化体

84

0

0

本

貯蔵設備容量

施設外減量

施設内減量

年度末保管量

18,000

本

0

本

本

─
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(2)その他の設備

75 m3

タンク

イオン交換
樹　　　脂

3 m3当該年度の発生量

年度末保管量

施設外減量

施設内減量

当該年度の減少量

備　　　考

泊・ 19・8/10

0 m
3

0 m3

0 m
3



(3)使用済制御棒等の保管量

本

本

本

本

本

(4)日本原燃（株）低レベル放射性廃棄物埋設センターへの放射性固体廃棄物の搬出量

本

本

泊・

施設外減量

年度末保管量 本

本

本

搬　出　量

ﾌﾟﾗｷﾞﾝｸﾞ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ

当該年度の発生量

当該年度の減少量

施設内減量

本10

00

備　　考ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙ
ﾎﾟｲｽﾞﾝ

本0

中性子源

本20

使用済燃料プール

制御棒

0 本

0 本

100

0 本

本0

0

8 本

本

本

0 本

0

・9/10

本

19

合計

0 本

累積搬出量 664

0

0

充填固化体

664

本

─

─

0

均質固化体

0

38 124

0



１．放射性気体廃棄物による実効線量

２．放射性液体廃棄物による実効線量

 方位 Ｅ 距離 8.2×10-1ｋｍ

排気筒からの方位及び距離

 方位 Ｅ 距離 6.6×10-1ｋｍ

排気筒からの方位及び距離

Ⅲ．一般公衆の実効線量の評価

周辺監視区域外における最大線量

＜１ 　　μＳｖ／年

線量目標値評価地点における最大線量

放射性希ガスに
よる実効線量

＜１ 　　μＳｖ／年

泊・ 19 ・10/10

放射性液体廃棄物による実効線量

放射性よう素に
よる実効線量

線量目標値評価地点における最大線量

＜１ 　　μＳｖ／年

     　    　 ＜１     　μＳｖ／年

気象条件は、昭和５５年１月から昭和５５年１２月までの１年間における観測データを
用いた。
計算方法を添付資料に示す。
排気筒からの方位は、１，２号原子炉間中心からの方位、距離は１号炉心から
の距離である。



資料１

( 年度)

　

泊 １ 号 機 運 転 状 況

平成19

(備考)　　４月１４日　　２：４２　原子炉停止（第１４回定期検査）
　　　　　６月　５日　１３：４４　原子炉起動
　　　　　９月２０日　　２：３８　原子炉停止(非常用ディーゼル発電機故障に伴う停止)
　　　　　９月３０日　　０：００　原子炉起動

100

300

500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0

200

400

600

電
気
出
力

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(MW)

100

300

500

0

200

400

600

電
気
出
力
(MW)



資料２

( 年度)

　

(備考)　　３月１３日　２：４６　原子炉停止（第１３回定期検査）

泊 ２ 号 機 運 転 状 況

平成19

100

300

500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0

200

400

600

電
気
出
力

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(MW)

100

300

500

0

200

400

600

電
気
出
力
(MW)



 

添 付 資 料  

 

 

 

 

 

平成１９年度 
 

泊発電所周辺の一般公衆の 

実効線量計算方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道電力株式会社 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

実効線量の計算方法 

 

１． 放射性気体廃棄物による実効線量計算 

（１）  放射性気体廃棄物の放出量及び計算期間 

     実効線量の計算は､４月１日から翌年３月３１日までの１年間について、年度報告書の

放射性気体廃棄物の放出量の報告値（第１表）を用いて行う｡ 

 

 （２） 放出条件 

     放出形態としては連続放出として取り扱う｡ 

     排気筒の有効高さは排気筒地上高さに吹上高さを加算した放出源高さで風洞実験を行

い、その結果（第２表）を用いる｡ 

 

 （３） 気象条件 

     実効線量計算に用いる気象条件は、昭和５５年１月から昭和５５年１２月までの１年

間における風向、風速、日射量及び放射収支量の観測データを統計処理して用いる。 

     統計処理は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行う。 

     計算に使用する気象条件を第３表に示す。 

 

（４）  実効線量の計算方法 

放射性希ガスによる実効線量、及び放射性よう素による実効線量の計算は、「発電用

軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下「評価指針」という。）

に示された方法に基づいて行う。 

 

（５）  計算地点 

計算地点は、周辺監視区域外（海側は除く）で放射性希ガスによる実効線量が最大と

なる地点、並びに、将来の集落形成を考慮した場合で、放射性希ガスによる実効線量及

び放射性よう素による実効線量が最大となる地点とする。各計算地点を第１図に示す。 

 



 

 

２．放射性液体廃棄物による実効線量計算 

（１）  放射性物質の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は４月１日から翌年３月３１日までの１年間について年度報告書の放

射性液体廃棄物の放出量の報告値を用いて行う｡ 

 

（２）  海水中における核種の濃度 

各核種の海水中の濃度は１年間に放出した核種の放出量を総希釈水量で除した濃度

（第４表）とする｡ 

 

（３）  実効線量の計算方法 

放射性液体廃棄物による実効線量の計算は「評価指針」に示された方法に基づいて行

う｡ 

 

 

３．実効線量計算結果 

項     目 線量評価結果 

放射性希ガスによる実効線量 

周辺監視区域外における 

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

線量目標値評価地点における

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

放射性よう素による実効線量 
線量目標値評価地点における

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

放射性液体廃棄物による 

実効線量 

       
＜１μＳｖ／年 

合   計 
線量目標値評価地点における 

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

第１表  気体廃棄物の年平均放出率 

 

 希 ガ ス よう素－１３１ 

１号機排気筒 
※１  

２．１×１０９ Ｂｑ／ｙ 

※２  

１．２×１０５Ｂｑ／ｙ 

２号機排気筒 １．０×１０９Ｂｑ／ｙ Ｎ Ｄ 

※１ その他排気筒の希ガス放出量を含む。 

※２ その他排気筒のよう素－１３１放出量を含む。 

 

第２表  方 位 別 排 気 筒 有 効 高 さ 

風 向 風下方位 

１号炉有効高さ （ｍ） ２号炉有効高さ （ｍ） 

敷地等境界外 
周辺監視 

区域境界外 
敷地等境界外 

周辺監視 

区域境界外 

Ｎ Ｓ １５０    ７０    １５０    ７０    

ＳＥ ＮＷ ６５    ６０    ７０    ７０    

ＳＳＥ ＮＮＷ ６０    ６０    ６０    ６０    

Ｓ Ｎ ５５    ５５    ６０    ５５    

ＳＳＷ ＮＮＥ ７０    ７０    ７０    ７０    

ＳＷ ＮＥ ５５    ４５    ４５    ４５    

ＷＳＷ ＥＮＥ ４５    ４０    ４０    ３５    

Ｗ Ｅ ３５    ３５    ４５    ４０    

ＷＮＷ ＥＳＥ ４５    ４５    ４５    ４５    

ＮＷ ＳＥ ６０    ５０    ５０    ４０    

ＮＮＷ ＳＳＥ ９０    ６０    １０５    ６０    



 

 

 

 

第３表  風向別大気安定度別風速逆数の総和（ｓ／ｍ） 

 

大気安定度 

   風下 

風向    方位 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ Ｓ 0.00  10.01  0.51  44.38  5.39  26.57  

ＮＮＥ ＳＳＷ 1.16  5.31  0.46  53.00  1.58  25.34  

ＮＥ ＳＷ 0.84  12.25  4.60  90.60  10.01  60.64  

ＥＮＥ ＷＳＷ 0.00  19.55  14.93  319.94  61.49  134.80  

Ｅ Ｗ 0.78  34.61  22.19  315.76  21.05  75.14  

ＥＳＥ ＷＮＷ 1.99  39.62  12.64  84.98  0.77  14.83  

ＳＥ ＮＷ 6.21  26.36  2.62  42.49  0.36  7.10  

ＳＳＥ ＮＮＷ 2.66  15.27  1.17  31.37  0.27  3.54  

Ｓ Ｎ 3.73  10.19  0.87  11.12  0.00  0.89  

ＳＳＷ ＮＮＥ 1.99  14.06  0.51  14.66  0.00  3.75  

ＳＷ ＮＥ 1.07  8.96  0.65  20.36  0.88  1.66  

ＷＳＷ ＥＮＥ 2.71  35.62  10.15  81.89  1.53  6.64  

Ｗ Ｅ 3.40  41.62  32.95  172.51  1.37  13.21  

ＷＮＷ ＥＳＥ 3.95  27.48  54.54  175.44  2.51  22.44  

ＮＷ ＳＥ 3.05  12.83  25.66  142.76  9.99  15.21  

ＮＮＷ ＳＳＥ 2.99  7.88  4.16  84.21  9.12  25.49  

観測地点：標高 ８４ｍ 

 

 

 

 

 



 

 

 

第４表  液体廃棄物の年間平均放水口濃度 

 

 総希釈水量 ２．３×１０９ｍ３ 

核  種 
濃    度 

（Ｂｑ／ｃｍ
３
） 

Ｃｒ－ ５１ Ｎ Ｄ 

Ｍｎ－ ５４ Ｎ Ｄ 

Ｆｅ－ ５９ Ｎ Ｄ 

Ｃｏ－ ５８ Ｎ Ｄ 

Ｃｏ－ ６０ Ｎ Ｄ 

Ｉ －１３１ Ｎ Ｄ 

Ｃｓ－１３４ Ｎ Ｄ 

Ｃｓ－１３７ Ｎ Ｄ 

その他 Ｎ Ｄ 

Ｈ－３ １．２×１０－２ 



 

 

 

 

 

第１図 線量計算地点図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度 

放射線業務従事者線量等報告書 

（再報告） 

 



施設名 泊発電所

運転状況

泊・ ・1/10

64.5

3,273,475

579

20

MW

56,996

68.0

MW

MWh

%

発電所合計

2,070

6,777,270

MW

MWh

電 気 出 力

発 電 電 力 量

%

資料1 資料2

１号機 ３号機

912 MW

２号機

579

資料3

66.2 %

3,446,799

設 備 利 用 率

運 転 状 況

MWh

%

MWh

　―



Ⅰ．放射線業務従事者線量関係

1．年度の放射線業務従事者線量

(続き)

(続き)

2． 1日を始期とする５年間ごとの線量が100mSvを超えた者

(人)

泊・ ・2/10

00 0 0

00 0 0

0

20

そ の 他

0.1 3.4

1.00 2,885

社    員

2.99 18.3

50mSvを
超える

合　計

線量分布(人)
最大線量
(mSv)

0

0

0 376 0.04

0

総線量
(人・Sv)

平均線量
(mSv)

0 0

合  　計

23

0

そ の 他

社    員 0 0 0

線　　量　　分　　布　　(人)

合  　計

2,767

3,143

90

90

そ の 他

0

45mSvを超え
50mSv以下

23

25mSvを超え
30mSv以下

30mSvを超え
35mSv以下

35mSvを超え
40mSv以下

40mSvを超え
45mSv以下

5

5

0社    員

線　　量　　分　　布　　(人)

5mSv以下
5mSvを超え
10mSv以下

10mSvを超え
15mSv以下

15mSvを超え
20mSv以下

20mSvを超え
25mSv以下

376 0

0

0.9      －合  　計 0 3,261 3.03

平成 13年  4月



３．女子(妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を事業者等に書面で申し出た者

　　及び妊娠中の者を除く)の放射線業務従事者の線量

泊・ ・3/10

0

0

0 0 0

0

20

X

0 0

0 0

0 0

X

0

1 0 0 0

2 0

1 0

0

0

3

1 0

3 0

4

3 0

2mSvを超え
5mSv以下

社　員

線　　量　　分　　布　　(人)

1mSv以下

0

5mSvを
超える

1mSvを超え
2mSv以下

第2四半期

社　員

その他

その他

合　計

第1四半期

合　計

第3四半期

社　員

その他

合　計

第4四半期

社　員

合　計

その他 -

X

0.40

0.40

X

0.20

平均線量
(mSv)

X

0.2

0.1

2 0

0.20

X

0 0

0.1

0.1

X

0.1

X

0.3

-

X

X

最大線量
(mSv)

X

0.2

-0 0

総線量
(人･Sv)

X

0.20

0.20

0

0 0

0

0

2

0

2

0

0

-

0.2

-

X

--

0.1

X



４．妊娠中の女子の放射線業務従事者において線量限度を超えた者

(1)腹部表面の等価線量が2mSvを超えた者

(2)内部被ばくによる実効線量が1mSvを超えた者

泊・ ・4/1020

0

0 (人)

(人)



１．放射性気体廃棄物の放出量 (単位：Bq)

１号機排気筒

２号機排気筒

３号機排気筒

その他排気筒

(続き)

１号機排気筒

２号機排気筒

３号機排気筒

その他排気筒

Ⅱ．廃棄物関係

年間放出管理目標値

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

原子炉施設合計

全希ガス

1.3×10 15

ＮＤ

・5/10泊・ 20

－

3Ｈ

ＮＤ

備　考

排気筒
別内訳

131Ｉ

ＮＤ

4.1×10 9

3.1×10
 8

4.4×10
 9

ＮＤ

1.2×10 10

全粒子状物質

2.4×10
 3

ＮＤ

ＮＤ

2.4×10 3

－

ＮＤ ＮＤ

原子炉施設合計

排気筒
別内訳

放射性気体廃棄物の放出放射能(Bq)は、排気中の放射性物質の

濃度(Bq/cm3)に排気量(cm3)を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示した。
検出限界濃度は以下のとおり。

全希ガス：2×10-2(Bq/cm3)以下
131Ｉ：7×10-9(Bq/cm3)以下

全粒子状物質：4×10-9(Bq/cm3)以下(60Coで代表した)
3H：4×10-5(Bq/cm3)以下
その他排気筒(内訳)：
廃棄物処理建屋排気口
焼却炉排気筒

6.1×10 11

4.0×10 11

2.1×10 11

8.5×10 9

年間放出管理目標値



２．放射性液体廃棄物の放出量 (単位：Bq)

(続き)

(続き)

※２次系のトリチウム（ Bq)を含む

泊・ 20 ・6/10

1.1×10 11

ＮＤ

核　種　別

ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

全核種

(
3
Hを除く)

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

原子炉施設合計

１号機排水口

２号機排水口

排水口
別内訳

３号機排水口

4.5×10 9

排水口
別内訳

３号機排水口 ＮＤ

年間放出管理目標値

－

3H ※

１号機排水口

２号機排水口

年間放出管理目標値

2.0×10 13

54Mn

ＮＤ

排水口
別内訳

59Fe 58Co51Cr

2.0×10 13

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

その他137Cs

核　種　別

60Co

ＮＤ

134Cs131I

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

－

ＮＤ ＮＤ

放射性液体廃棄物の放出放射能(Bq)は、排水中の放射性物質の

濃度(Bq/cm3)に排水量(cm3)を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はＮＤと表示した。
検出限界濃度は以下のとおり。

放射性液体廃棄物(3Hを除く)：2×10-2(Bq/cm3)以下(60Coで代表した)

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

備　　考

―

ＮＤ ＮＤ

３号機排水口 4.7×10 10

ＮＤ ＮＤ

原子炉施設合計

年間放出管理目標値

原子炉施設合計

１号機排水口

２号機排水口



３．放射性固体廃棄物等の発生量及び保管量

(1)固体廃棄物貯蔵庫

泊・ 20・7/10

貯蔵設備容量

施設外減量

施設内減量

年度末保管量

18,000

本

736

本

本

─

本

充填固化体

当該年度の発生量

当該年度の減少量

均質固化体

84

736

0

本

本

雑固体

その他

本相当

620

0

合　計

本相当本 本相当

801

845141

65 本相当

ドラム缶

本相当

本

本相当

本

備考

固体廃棄物貯蔵庫

368

本相当

65

5,799本相当

0

0 本

5404,891

─

─

─

─ 736 本相当

65 本相当

0

本相当



(2)その他の設備

泊・ 20・8/10

0

0

0 m
3

0 m3

0

原子炉容器
上部ふた保管庫

m
3

m3

m3

m
3

m3

備　　　考

当該年度の発生量

年度末保管量

93

施設外減量

施設内減量

当該年度の減少量

0

93

m
3

80 m3

タンク

イオン交換
樹　　　脂

5 m3



(3)使用済制御棒等の保管量

本

本

本

本

本

(4)日本原燃（株）低レベル放射性廃棄物埋設センターへの放射性固体廃棄物の搬出量

本

本

泊・

0

均質固化体

0

48 82

10

累積搬出量 1,400

0

736

充填固化体

1,400

本

─

─

・9/10

本

20

合計

736 本

8 本

本

本

0 本

0

0 本

42 本

120

0 本

本0

42

備　　考ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙ
ﾎﾟｲｽﾞﾝ

本0

中性子源

本20

使用済燃料プール

制御棒

搬　出　量

ﾌﾟﾗｷﾞﾝｸﾞ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ

当該年度の発生量

当該年度の減少量

施設内減量

本0

00

施設外減量

年度末保管量 本

本

本



１．放射性気体廃棄物による実効線量

２．放射性液体廃棄物による実効線量

泊・ 20 ・10/10

放射性液体廃棄物による実効線量

放射性よう素に
よる実効線量

線量目標値評価地点における最大線量

＊  　　μＳｖ／年

気象条件は、平成９年１月から平成９年１２月までの１年間における観測データを用いた。
計算方法を添付資料に示す。
＊：放射性よう素の放出量は、検出限界未満である。
排気筒からの方位は、２号炉心からの方位、距離は２号炉心からの距離である。

     　    　 ＜１     　μＳｖ／年

Ⅲ．一般公衆の実効線量の評価

周辺監視区域外における最大線量

＜１ 　　μＳｖ／年

線量目標値評価地点における最大線量

放射性希ガスに
よる実効線量

＜１ 　　μＳｖ／年  方位 ＥＳＥ 距離 7.2×10-1ｋｍ

排気筒からの方位及び距離

 方位 ＥＳＥ 距離 7.2×10-1ｋｍ

排気筒からの方位及び距離



資料１

( 年度)

　

泊 １ 号 機 運 転 状 況

平成20
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資料２

( 年度)

　

泊 ２ 号 機 運 転 状 況

平成20

100

300

500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0
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資料３

( 年度)

　

泊 ３ 号 機 運 転 状 況

平成20

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0

200

400

600

800

1000

1200

電
気
出
力

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(MW)

0
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400
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平成２０年度 
 

泊発電所周辺の一般公衆の 

実効線量計算方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道電力株式会社 
 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

実効線量の計算方法 

 

１． 放射性気体廃棄物による実効線量計算 

（１）  放射性気体廃棄物の放出量及び計算期間 

     実効線量の計算は､４月１日から翌年３月３１日までの１年間について、年度報告書の

放射性気体廃棄物の放出量の報告値（第１表）を用いて行う｡ 

 

 （２） 放出条件 

     放出形態としては連続放出として取り扱う｡ 

     排気筒の有効高さは排気筒地上高さに吹上高さを加算した放出源高さで風洞実験を行

い、その結果（第２表）を用いる｡ 

 

 （３） 気象条件 

     実効線量計算に用いる気象条件は､平成９年１月から平成９年１２月までの１年間にお

ける風向、風速、日射量及び放射収支量の観測データを統計処理して用いる。 

     統計処理は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行う。 

     計算に使用する気象条件を第３表に示す。 

 

（４）  実効線量の計算方法 

放射性希ガスによる実効線量、及び放射性よう素による実効線量の計算は、「発電用軽

水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下「評価指針」という。）に示

された方法に基づいて行う。 

 

（５）  計算地点 

計算地点は、周辺監視区域外（海側は除く）で放射性希ガスによる実効線量が最大とな

る地点、並びに、将来の集落形成を考慮した場合で、放射性希ガスによる実効線量及び放

射性よう素による実効線量が最大となる地点とする。各計算地点を第１図に示す。 

 



 

 

 

２．放射性液体廃棄物による実効線量計算 

（１）  放射性物質の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は４月１日から翌年３月３１日までの１年間について年度報告書の放

射性液体廃棄物の放出量の報告値を用いて行う｡ 

 

（２）  海水中における核種の濃度 

各核種の海水中の濃度は１年間に放出した核種の放出量を総希釈水量で除した濃度（第

４表）とする｡ 

 

（３）  実効線量の計算方法 

放射性液体廃棄物による実効線量の計算は「評価指針」に示された方法に基づいて行う｡ 

 

 

３．実効線量計算結果 

項     目 線量評価結果 

放射性希ガスによる実効線量 

周辺監視区域外における 

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

線量目標値評価地点における

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

放射性よう素による実効線量 
線量目標値評価地点における

最大線量 

       

放射性液体廃棄物による 

実効線量 

       
＜１μＳｖ／年 

合   計 
線量目標値評価地点における 

最大線量 
＜１μＳｖ／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

 

第１表  気体廃棄物の年平均放出率 

 希 ガ ス よう素－１３１ 

１号機排気筒 ４．１×１０９ Ｂｑ／ｙ Ｎ Ｄ 

２号機排気筒 ３．１×１０８Ｂｑ／ｙ Ｎ Ｄ 

３号機排気筒 Ｎ Ｄ Ｎ Ｄ 

 

第２表  方 位 別 排 気 筒 有 効 高 さ 

風 向 
風下 

方位 

１号炉有効高さ 

（ｍ） 

２号炉有効高さ 

（ｍ） 

３号炉有効高さ 

（ｍ） 

敷地等

境界外 

周辺監視 

区域境界外 

敷地等

境界外 

周辺監視 

区域境界外 

敷地等

境界外 

周辺監視 

区域境界外 

Ｎ Ｓ １４０ ６５ １００ ５５ １２５ １００ 

ＳＥ ＮＷ ４５ ４５ ４０ ４０ ８０ ８０ 

ＳＳＥ ＮＮＷ ５０ ５０ ４５ ４５ ９５ ９５ 

Ｓ Ｎ ６５ ６５ ６０ ６０ １２５ １１５ 

ＳＳＷ ＮＮＥ ８０ ８０ ８０ ８０ １０５ １０５ 

ＳＷ ＮＥ ８０ ８０ ６５ ６０ １２０ １１０ 

ＷＳＷ ＥＮＥ ４５ ４０ ３５ ３５ ６５ ６５ 

Ｗ Ｅ ３０ ３０ ３０ ３０ ５５ ５５ 

ＷＮＷ ＥＳＥ ３０ ３０ ３０ ３０ ５５ ５０ 

ＮＷ ＳＥ ５５ ５５ ４５ ４５ ８０ ７５ 

ＮＮＷ ＳＳＥ ８５ ６５ ７５ ５５ １００ ９５ 



 

 

 

 

 

第３表  風向別大気安定度別風速逆数の総和（ｓ／ｍ） 

 

大気安定度 

   風下 

風向    方位 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ Ｓ 0.00 4.13 2.73 37.59 6.42 16.65 

ＮＮＥ ＳＳＷ 0.00 5.52 1.61 34.38 7.74 18.13 

ＮＥ ＳＷ 0.00 2.68 4.95 87.85 16.19 63.67 

ＥＮＥ ＷＳＷ 0.00 9.77 7.50 145.05 40.13 163.72 

Ｅ Ｗ 0.63 33.96 20.69 277.10 30.95 113.34 

ＥＳＥ ＷＮＷ 0.71 29.86 21.13 76.74 5.39 15.20 

ＳＥ ＮＷ 1.70 23.18 8.06 43.61 2.45 7.05 

ＳＳＥ ＮＮＷ 2.54 12.62 5.33 19.34 0.12 6.91 

Ｓ Ｎ 2.51 19.71 3.10 11.04 0.59 1.86 

ＳＳＷ ＮＮＥ 1.55 15.07 2.14 17.09 0.10 1.63 

ＳＷ ＮＥ 2.86 7.48 0.74 18.71 0.37 5.71 

ＷＳＷ ＥＮＥ 7.32 30.67 6.63 49.01 0.17 7.61 

Ｗ Ｅ 9.73 56.16 26.70 141.73 4.85 16.59 

ＷＮＷ ＥＳＥ 4.37 55.12 46.13 235.25 2.34 23.39 

ＮＷ ＳＥ 0.91 18.19 30.74 177.90 9.94 33.00 

ＮＮＷ ＳＳＥ 0.00 2.21 0.66 55.49 8.43 21.30 

観測地点：標高 ８４ｍ 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

第４表  液体廃棄物の年間平均放水口濃度 

 

 総希釈水量 １．８×１０
９
ｍ

３
 

核  種 
濃    度 

（Ｂｑ／ｃｍ３） 

Ｃｒ－ ５１ Ｎ Ｄ 

Ｍｎ－ ５４ Ｎ Ｄ 

Ｆｅ－ ５９ Ｎ Ｄ 

Ｃｏ－ ５８ Ｎ Ｄ 

Ｃｏ－ ６０ Ｎ Ｄ 

Ｉ －１３１ Ｎ Ｄ 

Ｃｓ－１３４ Ｎ Ｄ 

Ｃｓ－１３７ Ｎ Ｄ 

その他 Ｎ Ｄ 

Ｈ－３ １．１×１０－２ 



 

 

 

 

第１図 線量計算地点図 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度 

放射線業務従事者線量等報告書 

（再報告） 

 



施設名 泊発電所

運転状況

泊・ ・1/1023

579

296,547

5.8

MW

8,284,051

40.9

MW

MWh

%

発電所合計

2,070

10,662,813

MW

MWh

電 気 出 力

発 電 電 力 量

%

資料1 資料2

１号機 ３号機

912 MW

２号機

579

資料3

58.6 %

2,082,215

設 備 利 用 率

運 転 状 況

MWh

%

MWh

103.4



Ⅰ．放射線業務従事者線量関係

1．年度の放射線業務従事者線量

(続き)

(続き)

2． 1日を始期とする５年間ごとの線量が100mSvを超えた者

(人)

泊・ ・2/10

00 0 0

00 0 0

0

23

そ の 他

0.1 3.3

0.50 2,132

社    員

1.16 9.6

50mSvを
超える

合　計

線量分布(人)
最大線量
(mSv)

0

0

0 392 0.04

0

総線量
(人・Sv)

平均線量
(mSv)

0 0

合  　計

0

0

そ の 他

社    員 0 0 0

線　　量　　分　　布　　(人)

合  　計

2,096

2,488

36

36

そ の 他

0

45mSvを超え
50mSv以下

0

25mSvを超え
30mSv以下

30mSvを超え
35mSv以下

35mSvを超え
40mSv以下

40mSvを超え
45mSv以下

0

0

0社    員

線　　量　　分　　布　　(人)

5mSv以下
5mSvを超え
10mSv以下

10mSvを超え
15mSv以下

15mSvを超え
20mSv以下

20mSvを超え
25mSv以下

392 0

0

0.5      －合  　計 0 2,524 1.19

平成13年  4月



３．女子(妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を事業者等に書面で申し出た者

　　及び妊娠中の者を除く)の放射線業務従事者の線量

泊・ ・3/10

0

0

0 0 0

0

23

X

0 0

0 0

0 0

X

0

1 0 0 0

4 0

3 0

0

0

6

5 0

2 0

5

5 0

2mSvを超え
5mSv以下

社　員

線　　量　　分　　布　　(人)

1mSv以下

0

5mSvを
超える

1mSvを超え
2mSv以下

第2四半期

社　員

その他

その他

合　計

第1四半期

合　計

第3四半期

社　員

その他

合　計

第4四半期

社　員

合　計

その他 X

0.00

0.00

0.00

X

X

平均線量
(mSv)

X

X

X

4 0

X

X

0 0

0.1

0.0

X

X

0.1

0.1

-

X

0.0

最大線量
(mSv)

X

X

-0 0

総線量
(人･Sv)

X

X

X

0

0 0

0

0

1

1

5

0

0

-

X

-

X

XX

X

X



４．妊娠中の女子の放射線業務従事者において線量限度を超えた者

(1)腹部表面の等価線量が2mSvを超えた者

(2)内部被ばくによる実効線量が1mSvを超えた者

泊・ ・4/1023

0

0 (人)

(人)



１．放射性気体廃棄物の放出量 (単位：Bq)

１号機排気筒

２号機排気筒

３号機排気筒

その他排気筒

(続き)

１号機排気筒

２号機排気筒

３号機排気筒

その他排気筒

Ⅱ．廃棄物関係

年間放出管理目標値

1.5×10 5

1.3×10
 5

9.8×10 4

原子炉施設合計

全希ガス

1.3×10 15

7.7×10
 8

・5/10泊・ 23

－

3Ｈ

1.2×10 11

備　考

排気筒
別内訳

131Ｉ

6.9×10
 5

3.8×10 8

5.6×10
 8

1.7×10
 9

ＮＤ

1.2×10 10

全粒子状物質

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

－

3.1×10
 5 ＮＤ

原子炉施設合計

排気筒
別内訳

放射性気体廃棄物の放出放射能(Bq)は、排気中の放射性物質の

濃度(Bq/cm3)に排気量(cm3)を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はNDと表示した。
検出限界濃度は以下のとおり。

全希ガス：2×10-2(Bq/cm3)以下

全粒子状物質：4×10-9(Bq/cm3)以下(60Coで代表した)
その他排気筒(内訳)：
廃棄物処理建屋排気口
焼却炉排気筒
131Ｉの放出は、福島第一原子力発電所の事故による影響と推測
される。

6.1×10 11

2.8×10 11

2.0×10 11

9.8×10 9

年間放出管理目標値



２．放射性液体廃棄物の放出量 (単位：Bq)

(続き)

(続き)

※２次系のトリチウム（ Bq)を含む

泊・ 23 ・6/10

1.1×10
 11

ＮＤ

核　種　別

ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

全核種

(
3
Hを除く)

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

原子炉施設合計

１号機排水口

２号機排水口

排水口
別内訳

３号機排水口

4.7×10 9

排水口
別内訳

３号機排水口 ＮＤ

年間放出管理目標値

－

3H ※

１号機排水口

２号機排水口

年間放出管理目標値

3.8×10 13

54Mn

ＮＤ

排水口
別内訳

59Fe 58Co51Cr

2.3×10 13

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

その他137Cs

核　種　別

60Co

ＮＤ

134Cs131I

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

－

ＮＤ ＮＤ

放射性液体廃棄物の放出放射能(Bq)は、排水中の放射性物質の

濃度(Bq/cm3)に排水量(cm3)を乗じて求めている。
なお、放出放射能濃度が検出限界未満の場合はＮＤと表示した。
検出限界濃度は以下のとおり。

放射性液体廃棄物(3Hを除く)：2×10-2(Bq/cm3)以下(60Coで代表した)

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

備　　考

―

ＮＤ ＮＤ

３号機排水口 1.5×10 13

ＮＤ ＮＤ

原子炉施設合計

年間放出管理目標値

原子炉施設合計

１号機排水口

２号機排水口



３．放射性固体廃棄物等の発生量及び保管量

(1)固体廃棄物貯蔵庫

泊・ 23・7/10

貯蔵設備容量

施設外減量

施設内減量

年度末保管量

18,000

本

0

本

本

─

本

充填固化体

当該年度の発生量

当該年度の減少量

均質固化体

124

0

0

本

本

雑固体

その他

本相当

660

8

合　計

本相当本 本相当

95

82541

87 本相当

ドラム缶

本相当

本

本相当

本

備考

固体廃棄物貯蔵庫

700

本相当

95

8,176本相当

8

0 本

5696,907

─

─

─

─ 0 本相当

87 本相当

0

本相当



(2)その他の設備

泊・ 23・8/10

0

0

0 m
3

0 m3

0

原子炉容器
上部ふた保管庫

m
3

m3

m3

m
3

m3

備　　　考

当該年度の発生量

年度末保管量

0

施設外減量

施設内減量

当該年度の減少量

0

179

m
3

95 m3

タンク

イオン交換
樹　　　脂

5 m3



(3)使用済制御棒等の保管量

本

本

本

本

本

(4)日本原燃（株）低レベル放射性廃棄物埋設センターへの放射性固体廃棄物の搬出量

本

本

泊・

0

均質固化体

0

58 74

0

累積搬出量 1,400

0

0

充填固化体

1,400

本

─

─

・9/10

本

23

合計

0 本

8 本

本

本

0 本

0

0 本

0 本

170

0 本

本0

0

備　　考ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙ
ﾎﾟｲｽﾞﾝ

本0

中性子源

本10

使用済燃料プール

制御棒

搬　出　量

ﾌﾟﾗｷﾞﾝｸﾞ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ

当該年度の発生量

当該年度の減少量

施設内減量

本0

00

施設外減量

年度末保管量 本

本

本



１．放射性気体廃棄物による実効線量

２．放射性液体廃棄物による実効線量

泊・ 23 ・10/10

放射性液体廃棄物による実効線量

放射性よう素に
よる実効線量

線量目標値評価地点における最大線量

＊ 　　　　＜１ 　　μＳｖ／年

気象条件は、平成９年１月から平成９年１２月までの１年間における観測データを用いた。
計算方法を添付資料に示す。
排気筒からの方位は、２号炉心からの方位、距離は２号炉心からの距離である。
＊：福島第一原子力発電所の事故による影響と推測される。

     　    　 ＜１     　μＳｖ／年

Ⅲ．一般公衆の実効線量の評価

周辺監視区域外における最大線量

＜１ 　　μＳｖ／年

線量目標値評価地点における最大線量

放射性希ガスに
よる実効線量

＜１ 　　μＳｖ／年  方位 ＥＳＥ 距離 7.2×10-1ｋｍ

排気筒からの方位及び距離

 方位 ＥＳＥ 距離 7.2×10-1ｋｍ

排気筒からの方位及び距離



資料１

( 年度)

　

(備考)　　４月２２日　　２：５５　原子炉停止（第１７回定期検査）

泊 １ 号 機 運 転 状 況

平成23

100

300

500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0

200

400

600

電
気
出
力

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(MW)

100

300

500

0

200

400

600

電
気
出
力
(MW)



資料２

( 年度)

　

(備考)　　８月２６日　　３：３０　原子炉停止（第１６回定期検査）

泊 ２ 号 機 運 転 状 況

平成23

100

300

500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0

200

400

600

電
気
出
力

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(MW)

100

300

500

0

200

400

600

電
気
出
力
(MW)



資料３

( 年度)

　

泊 ３ 号 機 運 転 状 況

平成23

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

0

200

400

600

800

1000

1200

電
気
出
力

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

(MW)

0

200

400

600

800

1000

1200

電
気
出
力

(MW)
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平成２３年度 
 

泊発電所周辺の一般公衆の 

実効線量計算方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道電力株式会社 
 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

実効線量の計算方法 

 

１． 放射性気体廃棄物による実効線量計算 

（１）  放射性気体廃棄物の放出量及び計算期間 

     実効線量の計算は､４月１日から翌年３月３１日までの１年間について、年度報告書の

放射性気体廃棄物の放出量の報告値（第１表）を用いて行う｡ 

 

 （２） 放出条件 

     放出形態としては連続放出として取り扱う｡ 

     排気筒の有効高さは排気筒地上高さに吹上高さを加算した放出源高さで風洞実験を行

い、その結果（第２表）を用いる｡ 

 

 （３） 気象条件 

     実効線量計算に用いる気象条件は､平成９年１月から平成９年１２月までの１年間にお

ける風向、風速、日射量及び放射収支量の観測データを統計処理して用いる。 

     統計処理は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づいて行う。 

     計算に使用する気象条件を第３表に示す。 

 

（４）  実効線量の計算方法 

放射性希ガスによる実効線量、及び放射性よう素による実効線量の計算は、「発電用軽

水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（以下「評価指針」という。）に示

された方法に基づいて行う。 

 

（５）  計算地点 

計算地点は、周辺監視区域外（海側は除く）で放射性希ガスによる実効線量が最大とな

る地点、並びに、将来の集落形成を考慮した場合で、放射性希ガスによる実効線量及び放

射性よう素による実効線量が最大となる地点とする。各計算地点を第１図に示す。 

 



 

 

  

２．放射性液体廃棄物による実効線量計算 

（１）  放射性物質の放出量及び計算期間 

実効線量の計算は４月１日から翌年３月３１日までの１年間について年度報告書の放

射性液体廃棄物の放出量の報告値を用いて行う｡ 

 

（２）  海水中における核種の濃度 

各核種の海水中の濃度は１年間に放出した核種の放出量を総希釈水量で除した濃度（第

４表）とする｡ 

 

（３）  実効線量の計算方法 

放射性液体廃棄物による実効線量の計算は「評価指針」に示された方法に基づいて行う｡ 

 

 

３．実効線量計算結果 

項     目 線量評価結果 

放射性希ガスによる実効線量 

周辺監視区域外におけ

る最大線量 
＜１μＳｖ／年  

線量目標値評価地点に

おける最大線量 
＜１μＳｖ／年  

放射性よう素による実効線量 
線量目標値評価地点に

おける最大線量 
※  ＜１μＳｖ／年  

放射性液体廃棄物による 

実効線量 

 
＜１μＳｖ／年  

合   計 
線量目標値評価地点に

おける最大線量 
＜１μＳｖ／年  

※ 福島第一原子力発電所の事故による影響と推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

第１表  気体廃棄物の年平均放出率 

 希 ガ ス よう素－１３１ 

１号機排気筒 ３．８×１０８Ｂｑ／ｙ 
※   

２．５×１０５Ｂｑ／ｙ 

２号機排気筒 ５．６×１０８Ｂｑ／ｙ １．３×１０５Ｂｑ／ｙ 

３号機排気筒 ７．７×１０８Ｂｑ／ｙ ３．１×１０５Ｂｑ／ｙ 

※ その他排気筒のよう素－１３１放出量を含む。 

 

第２表  方 位 別 排 気 筒 有 効 高 さ 

風 向 
風下 

方位 

１号炉有効高さ 

（ｍ） 

２号炉有効高さ 

（ｍ） 

３号炉有効高さ 

（ｍ） 

敷地等

境界外 

周辺監視 

区域境界外 

敷地等

境界外 

周辺監視 

区域境界外 

敷地等

境界外 

周辺監視 

区域境界外 

Ｎ Ｓ １４０ ６５ １００ ５５ １２５ １００ 

ＳＥ ＮＷ ４５ ４５ ４０ ４０ ８０ ８０ 

ＳＳＥ ＮＮＷ ５０ ５０ ４５ ４５ ９５ ９５ 

Ｓ Ｎ ６５ ６５ ６０ ６０ １２５ １１５ 

ＳＳＷ ＮＮＥ ８０ ８０ ８０ ８０ １０５ １０５ 

ＳＷ ＮＥ ８０ ８０ ６５ ６０ １２０ １１０ 

ＷＳＷ ＥＮＥ ４５ ４０ ３５ ３５ ６５ ６５ 

Ｗ Ｅ ３０ ３０ ３０ ３０ ５５ ５５ 

ＷＮＷ ＥＳＥ ３０ ３０ ３０ ３０ ５５ ５０ 

ＮＷ ＳＥ ５５ ５５ ４５ ４５ ８０ ７５ 

ＮＮＷ ＳＳＥ ８５ ６５ ７５ ５５ １００ ９５ 



 

 

  

 

 

第３表  風向別大気安定度別風速逆数の総和（ｓ／ｍ） 

 

大気安定度 

   風下 

風向    方位 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ Ｓ 0.00 4.13 2.73 37.59 6.42 16.65 

ＮＮＥ ＳＳＷ 0.00 5.52 1.61 34.38 7.74 18.13 

ＮＥ ＳＷ 0.00 2.68 4.95 87.85 16.19 63.67 

ＥＮＥ ＷＳＷ 0.00 9.77 7.50 145.05 40.13 163.72 

Ｅ Ｗ 0.63 33.96 20.69 277.10 30.95 113.34 

ＥＳＥ ＷＮＷ 0.71 29.86 21.13 76.74 5.39 15.20 

ＳＥ ＮＷ 1.70 23.18 8.06 43.61 2.45 7.05 

ＳＳＥ ＮＮＷ 2.54 12.62 5.33 19.34 0.12 6.91 

Ｓ Ｎ 2.51 19.71 3.10 11.04 0.59 1.86 

ＳＳＷ ＮＮＥ 1.55 15.07 2.14 17.09 0.10 1.63 

ＳＷ ＮＥ 2.86 7.48 0.74 18.71 0.37 5.71 

ＷＳＷ ＥＮＥ 7.32 30.67 6.63 49.01 0.17 7.61 

Ｗ Ｅ 9.73 56.16 26.70 141.73 4.85 16.59 

ＷＮＷ ＥＳＥ 4.37 55.12 46.13 235.25 2.34 23.39 

ＮＷ ＳＥ 0.91 18.19 30.74 177.90 9.94 33.00 

ＮＮＷ ＳＳＥ 0.00 2.21 0.66 55.49 8.43 21.30 

観測地点：標高 ８４ｍ 

 

 

 

 



 

 

 

 

第４表  液体廃棄物の年間平均放水口濃度 

 

 総希釈水量 ９．９×１０８ｍ３
 

核  種 
濃    度 

（Ｂｑ／ｃｍ
３
） 

Ｃｒ－ ５１ Ｎ Ｄ 

Ｍｎ－ ５４ Ｎ Ｄ 

Ｆｅ－ ５９ Ｎ Ｄ 

Ｃｏ－ ５８ Ｎ Ｄ 

Ｃｏ－ ６０ Ｎ Ｄ 

Ｉ －１３１ Ｎ Ｄ 

Ｃｓ－１３４ Ｎ Ｄ 

Ｃｓ－１３７ Ｎ Ｄ 

その他 Ｎ Ｄ 

Ｈ－３ ２．３×１０－２ 



 

 

 

 

第１図 線量計算地点図 
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放射線業務従事者線量等報告書 

放射性気体廃棄物のうちトリチウム放出量の訂正報告一覧 

 

【従事者被ばく放射線量等報告書】 

報告対象年度 報告対象期間 
トリチウムの放出量 

備考 
原子炉施設合計 焼却炉排気筒 

昭和 63年度 第 4四半期 
3.4×10-2 Ci 

（1.3×109 Bq） 

8.8×10-4 Ci 

（3.2×107 Bq） 
「被ばく放射線量等に関す
る定期報告について（通
達）」（昭和 54 年 1月 4日付
け 53 資公部第 512 号） 昭和 63年度 年度 

3.4×10-2 Ci 

（1.3×109 Bq） 

8.8×10-4 Ci 

（3.2×107 Bq） 

【放射線業務従事者線量当量等報告書（1/3）】 

報告対象年度 報告対象期間 
トリチウムの放出量 

備考 
原子炉施設合計 焼却炉排気筒 

平成元年度 第 1四半期 変更なし 2.3×107 Bq 

「被ばく放射線量等に関す
る定期報告について（通
達）」（昭和 54年 1月 4日付
け 53 資公部第 512 号） 

平成元年度 第 2四半期 変更なし 1.4×107 Bq 

平成元年度 第 3四半期 変更なし 8.4×107 Bq 

平成元年度 第 4四半期 変更なし 4.3×107 Bq 

平成元年度 年度 変更なし 1.6×108 Bq 

平成 2年度 第 1四半期 変更なし 7.2×108 Bq 

平成 2年度 第 2四半期 変更なし 1.4×108 Bq 

平成 2年度 第 3四半期 変更なし 7.0×107 Bq 

平成 2年度 第 4四半期 変更なし 3.2×108 Bq 

平成 2年度 年度 変更なし 1.3×109 Bq 

平成 3年度 第 1四半期 変更なし 1.1×109 Bq 

平成 3年度 第 2四半期 6.3×1010 Bq 5.3×108 Bq 

平成 3年度 第 3四半期 変更なし 1.8×108 Bq 

平成 3年度 第 4四半期 変更なし 4.5×108 Bq 

平成 3年度 年度 変更なし 2.2×109 Bq 

平成 4年度 第 1四半期 変更なし 5.3×108 Bq 

平成 4年度 第 2四半期 変更なし 9.7×108 Bq 

平成 4年度 第 3四半期 1.4×1011 Bq 1.0×109 Bq 

平成 4年度 第 4四半期 3.9×1010 Bq 7.6×108 Bq 

平成 4年度 年度 変更なし 3.3×109 Bq 
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【放射線業務従事者線量当量等報告書（2/3）】 

報告対象年度 報告対象期間 
トリチウムの放出量 

備考 
原子炉施設合計 焼却炉排気筒 

平成 5年度 第 1四半期 3.7×1010 Bq 8.1×108 Bq 

「被ばく放射線量等に関す
る定期報告について（通
達）」（昭和 54年 1月 4 日付
け 53 資公部第 512 号） 

平成 5年度 第 2四半期 変更なし 7.0×108 Bq 

平成 5年度 第 3四半期 5.4×1010 Bq 1.1×109 Bq 

平成 5年度 第 4四半期 変更なし 1.7×109 Bq 

平成 5年度 年度 3.7×1011 Bq 4.3×109 Bq 

平成 6年度 第 1四半期 4.3×1010 Bq 8.8×108 Bq 

平成 6年度 第 2四半期 変更なし 6.2×108 Bq 

平成 6年度 第 3四半期 8.9×1010 Bq 7.6×108 Bq 

平成 6年度 第 4四半期 8.0×1010 Bq 9.8×108 Bq 

平成 6年度 年度 変更なし 3.2×109 Bq 

平成 7年度 第 1四半期 変更なし 1.1×109 Bq 

平成 7年度 第 2四半期 変更なし 5.1×108 Bq 

平成 7年度 第 3四半期 8.5×1010 Bq 5.1×108 Bq 

平成 7年度 第 4四半期 4.8×1010 Bq 8.4×108 Bq 

平成 7年度 年度 変更なし 2.9×109 Bq 

平成 8年度 第 1四半期 変更なし 5.8×108 Bq 

平成 8年度 第 2四半期 変更なし 6.8×108 Bq 

平成 8年度 第 3四半期 変更なし 4.3×108 Bq 

平成 8年度 第 4四半期 6.9×1010 Bq 5.0×108 Bq 

平成 8年度 年度 変更なし 2.2×109 Bq 

平成 9年度 第 1四半期 変更なし 4.0×108 Bq 

平成 9年度 第 2四半期 変更なし 7.6×108 Bq 

平成 9年度 第 3四半期 変更なし 8.8×108 Bq 

平成 9年度 第 4四半期 変更なし 3.1×109 Bq 

平成 9年度 年度 変更なし 5.2×109 Bq 

平成 10年度 第 1四半期 5.6×1010 Bq 8.1×108 Bq 

平成 10年度 第 2四半期 変更なし 4.7×108 Bq 

平成 10年度 第 3四半期 変更なし 1.7×109 Bq 
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【放射線業務従事者線量当量等報告書（3/3）】 

報告対象年度 報告対象期間 
トリチウムの放出量 

備考 
原子炉施設合計 その他排気筒 

平成 10年度 第 4四半期 変更なし 1.2×1010 Bq 

「放射線業務従事者の線量
当量等に関する定期報告に
ついて（通達）」（平成 11
年 4月 23日付け 11資公部
第 132号の通達） 

平成 10年度 年度 3.8×1011 Bq 2.8×1010 Bq 

平成 11年度 第 1四半期 変更なし 5.3×109 Bq 

平成 11年度 第 2四半期 変更なし 2.7×109 Bq 

平成 11年度 第 3四半期 変更なし 2.6×109 Bq 

平成 11年度 第 4四半期 変更なし 3.6×109 Bq 

平成 11年度 年度 変更なし 変更なし 

平成 12年度 第 1四半期 変更なし 8.0×109 Bq 

平成 12年度 第 2四半期 変更なし 4.2×109 Bq 

平成 12年度 第 3四半期 変更なし 4.3×109 Bq 
「事務連絡」（平成 13 年 2
月 6日付け原子力安全・保
安院） 

【放射線業務従事者線量等報告書】 

報告対象年度 報告対象期間 
トリチウムの放出量 

備考 
原子炉施設合計 その他排気筒 

平成 12年度 年度 変更なし 2.7×1010 Bq 

放射線業務従事者の線量報
告等に係る報告の依頼につ
いて（平成 13年 5 月 25日
付け） 

平成 13年度 年度 変更なし 2.1×1010 Bq 

「放射線業務従事者の線量
等に関する報告について」
（平成 14年 4月 1日付平成
14･03･18 原院第 3号） 

平成 14年度 年度 変更なし 2.2×1010 Bq 

平成 15年度 年度 変更なし 1.9×1010 Bq 

平成 16年度 年度 7.5×1011 Bq 1.8×1010 Bq 

平成 17年度 年度 変更なし 1.8×1010 Bq 

平成 18年度 年度 変更なし 1.5×1010 Bq 

平成 19年度 年度 変更なし 1.1×1010 Bq 

平成 20年度 年度 変更なし 8.5×109 Bq 

平成 21年度 年度 5.6×1011 Bq 1.2×1010 Bq 

平成 22年度 年度 変更なし 7.0×109 Bq 

平成 23年度 年度 変更なし 9.8×109 Bq 

平成 24年度 年度 6.1×1011 Bq 3.8×109 Bq 

平成 25年度 年度 変更なし 1.4×109 Bq 

平成 26年度 年度 変更なし 7.9×108 Bq 

平成 27年度 年度 変更なし 1.1×109 Bq 

平成 28年度 年度 変更なし 6.3×108 Bq 

平成 29年度 年度 変更なし 9.0×107 Bq 

平成 30年度 年度 変更なし 2.2×108 Bq 

以 上 
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2020 年 2 月 12 日 

北海道電力株式会社 

 

放射線業務従事者線量等報告書の一部訂正について 

 

１．概要 

2019 年 12 月 17 日（火）原子力規制庁の保安検査（新検査制度試運用フェーズ 3 の

チーム検査（放射線管理））実施中，検査官による焼却炉排気筒のモニタ類の現場確認に

おいて，「放出放射能量の算出に当たっては希釈の効果をどのように見込んでいるか」と

の質問を受けた。事実関係を調査した結果，必要な補正を実施していないことを 12 月

19 日に確認した。 

  本事象に鑑み，泊発電所 1 号機試運転開始時から報告している「放射線業務従事者線

量等報告書※１」を確認した結果，昭和 63 年度第 4 四半期から平成 30 年度で報告を行っ

た当該報告書の放射性気体廃棄物の放出量のうち，その他排気筒※２（平成 10 年度第 3

四半期報告書以前は焼却炉排気筒）の放出量に誤りを確認したため，訂正が必要となっ

た報告書に対し放出量を訂正する。 

なお，本事象は焼却炉排気筒からの放出量の算出誤りであり，1 号機排気筒，2 号機排

気筒及び 3 号機排気筒からの放出量に影響はない。 

※１ 昭和 63 年度第 4 四半期報告書及び昭和 63 年度報告書は「従事者被ばく放射線量等報告

書」，平成元年度報告書から平成 12 年度第 3 四半期報告書までは「放射線業務従事者線量当量

等報告書」 

※２ その他排気筒とは，「焼却炉排気筒＋廃棄物処理建屋排気口」を示す。 

 

２．発生原因 

本事象は，管理区域内の焼却炉で可燃物を焼却した際発生した排ガス（焼却炉排ガス）

をサンプリング配管に導いた後，配管等の腐食防止の観点から放射性物質を含まない空気

で希釈してから直接放射能測定を実施したり，試料採取後に放射能測定を実施しているも

のの，焼却炉排気筒からの放出量を算定する際にこの希釈による影響を補正していなかっ

たものであり，泊発電所１号機試運転開始時から誤って算出していたものである。 

 

３．影響範囲及び報告書訂正箇所 

（１）報告値に誤りがあった項目について 

   焼却炉排気筒の放出量において，希釈による影響を補正していなかったことにより

影響を受ける項目は放出実績がある次のとおりである。 

   ①全希ガス 

   ②よう素 131 

   ③全粒子状物質 

   ④トリチウム 
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（２）報告値の訂正について 

   誤って算出された報告値に対し，希釈を考慮した補正係数 2.5 を乗じた正しい報告値

に訂正する。 

（３）報告書訂正箇所 

全ての報告書を確認した結果，焼却炉排気筒又はその他排気筒で放射性気体廃棄物

の放出量を報告した実績があるのは，昭和 63 年度第 4 四半期から平成 30 年度の期間

である。このうち，「トリチウム」はこの全期間において放出量を報告しており，「全希

ガス」は平成 19 年度，「よう素 131」は平成 19 年度及び平成 23 年度，「全粒子状物

質」は平成 20 年度に放出量を報告した実績がある。 

このため，該当する報告値に対する補正を行った結果，下表のとおり該当する報告書

を訂正する。［詳細は該当報告書訂正版及び正誤表参照］ 

なお，平成 11 年度分の報告書は，焼却炉排気筒の「トリチウム」の放出量を補正し

ても，その他排気筒及び原子炉施設合計の報告値に変更はない。 

また，平成 19 年度分のその他排気筒の「全希ガス」及び「よう素 131」の放出量並

びに平成 23 年度分のその他排気筒の「よう素 131」の放出量を訂正することによる一

般公衆の実効線量の報告値への影響はない。 

 

該当報告書 訂正箇所（放射性気体廃棄物の放出量） 

平成 19 年度分 
その他排気筒の「全希ガス」及び「よう素 131」の

放出量 

平成 20 年度分 
その他排気筒及び原子炉施設合計の「全粒子状物

質」の放出量 

平成 23 年度分 その他排気筒の「よう素 131」の放出量 

昭和 63 年度第 4 四半期分

から平成 30 年度分 

（平成 11 年度分を除く） 

焼却炉排気筒，焼却炉排気筒及び原子炉施設合計，

その他排気筒，その他排気筒及び原子炉施設合計の

「トリチウム」の放出量 

 

４．要因と再発防止対策 

要因分析から抽出した要因について次表の通り再発防止対策を立案し，対策を徹底する。 

なお，要因のうち，建設段階の社内規程類が要因となっているものについては，現状の

社内規程類に対する対策とした。 
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要因 再発防止対策 

設計時 

放射性廃棄物管理部門は，放射性気

体廃棄物の放出量を算定する放射線管

理システムの設計時に，系統構成等の

放出量の算定に用いる前提条件を確認

していなかったため，測定指針※に定め

る計算式をそのまま適用した。 

放射線管理システムの計算プログラムに希釈を

考慮した補正係数 2.5を取り入れる。 

放射線管理システム等の放射線安全に係わる評

価を行うシステムを設計（改造，更新）する際に

は，系統構成等の関連する設備や運用に関する情

報を確認するよう社内規程類に定める。 

設備設計部門が，焼却炉排ガスから

試料を採取する系統に乾燥空気を送り

込む設備の設計方針書に，放出量の算

定を行う際に希釈による補正が必要で

あることを記載しなかったため，放射

性廃棄物管理部門は希釈による補正の

必要性を認識できなかった。 

当時の社内規程類には，設備設計において運用

管理に影響を及ぼさないことを事前に確認する

旨を定めていなかったが，現行の社内規程類に

は，その旨を既に定めており対策済み。 

建設時 

放出量の算定に関する社内規程類の

策定において，放射性廃棄物管理部門

は，系統構成等の放出量の算定に用い

る前提条件を確認しなかったため，測

定指針に定める計算式をそのまま適用

した。 

当該社内規程類に，放出量等の計算式に希釈を

考慮した補正係数 2.5を取り入れる。 

当該社内規程類に，計算式や判定方法等を規定

する際の注意事項として，系統構成等の関連する

設備や運用に関する情報を確認することを定め

る。 

社内規程類に，設備設計部門及び工

事部門から放射性廃棄物管理部門に対

し,設備に関する情報を引継ぐ仕組み

（ルール）がなかった。 

設備の設計や改造を行う際には,設計・工事を行

う部門は,運転・監視を行う部門だけではなく当該

設備の運用上関連する全ての部門に情報を引き継

ぐ仕組みを構築する。 

建設時 

及び 

運用開

始後 

放射性廃棄物管理部門は,放出量の

算定方法の妥当性に関して，設備の系

統構成まで踏み込んで確認する等問い

かける姿勢が足りなかった。 

発電所所員に今回の事例を踏まえ，策定した原

因及び再発防止対策の周知を徹底するとともに，

算定方法の妥当性の確認等の際には，所掌外の業

務や設備にも踏み込んで確認する等，問いかける

姿勢を醸成する活動を実施する。 

運用開

始後 

放射性廃棄物管理部門は，放出量の

算定方法が系統構成等実際の設備と整

合しているかという観点で社内規程類

を再確認できていなかった。 

社内規程類を再確認する際に，計算式や判定方

法等が，系統構成等実際の設備や運用と整合が取

れているか確認することを社内規程類に定める。 
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設計時 

建設時 

及び 

運用開

始後 

放射性廃棄物管理部門は，自らの担

務である放射能測定や放出量の算定に

特化した教育を実施していたために，

関連する設備設計の情報を確認する意

識が不足していた。 

放射性廃棄物管理部門に，放出量等の算定方法

が，系統構成等といった関連する設備や運用に影

響を受けることを教育する。 

また，発電所所員に所掌範囲外の業務や設備で

あっても，自らの業務に関連する設備や運用に関

する情報に意識を向けるよう教育を行う。 

※「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指針」 

 

５．添付資料 

  ・平成 19 年度 放射線業務従事者線量等報告書（全希ガス,よう素 131 訂正）正誤表 

  ・平成 20 年度 放射線業務従事者線量等報告書（全粒子状物質訂正）正誤表 

  ・平成 23 年度 放射線業務従事者線量等報告書（よう素 131 訂正）正誤表 

  ・昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度 

放射線業務従事者線量等報告書（トリチウム訂正）正誤表 

 

以上 



放射線業務従事者線量等報告書（平成 19 年度）正誤表 

当該報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（平成 19 年度） 5 ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

全希ガスの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 19 年度   2.5×107 Bq 6.3×107 Bq 

 

 

報告対象年度 

よう素 131 の放出量 

③「原子炉施設合計」 ④「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 19 年度   6.1×102 Bq 1.5×103 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の放出量

の合計であるが，当

該年度の「その他排

気筒」の全希ガス及

びよう素131の放出

量は「焼却炉排気

筒」からのものであ

る。 

 

① 

② 

③ 

④ 



放射線業務従事者線量等報告書（平成 20 年度）正誤表 

当該報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（平成 20 年度） 5 ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

全粒子状物質の放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 20 年度 9.8×102 Bq 2.4×103 Bq 9.8×102 Bq 2.4×103 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の放出量

の合計であるが，当

該年度の「その他排

気筒」の全粒子状物

質の放出量は「焼却

炉排気筒」からのも

のである。 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（平成 23 年度）正誤表 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（平成 23 年度） 5 ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

よう素 131 放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 23 年度   9.5×104 Bq 9.8×104 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の合計で

あるが，当該年度は

両排気筒からよう

素 131 が放出され

た。 

このため，当該年度

の「その他排気筒」

の放出量は両排気

筒の放出量の合計

値である。 

 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（1/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 従事者被ばく放射線量等報告書（昭和６３年度 第 4 四半期） １ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

昭和 63 年度 第 4 四半期 3.3×10-2 Ci 3.4×10-2 Ci 3.5×10-4 Ci 8.8×10-4 Ci 

 

 

参考：Bq 換算値 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

昭和 63 年度 第 4 四半期 1.2×109 Bq 1.3×109 Bq 1.3×107 Bq 3.2×107 Bq 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（2/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 従事者被ばく放射線量等報告書（昭和６３年度） ２ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

昭和 63 年度 年度 3.3×10-2 Ci 3.4×10-2 Ci 3.5×10-4 Ci 8.8×10-4 Ci 

 

 

参考：Bq 換算値 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

昭和 63 年度 年度 1.2×109 Bq 1.3×109 Bq 1.3×107 Bq 3.2×107 Bq 

 

 

 

 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（3/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量当量等報告書（例 平成元年度） ２ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成元年度 第 1 四半期 

 
 9.3×106 Bq 2.3×107 Bq 

平成元年度 第 2 四半期   5.6×106 Bq 1.4×107 Bq 

平成元年度 第 3 四半期   3.4×107 Bq 8.4×107 Bq 

平成元年度 第 4 四半期   1.7×107 Bq 4.3×107 Bq 

平成元年度 年度   6.6×107 Bq 1.6×108 Bq 
 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（4/10） 

 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量当量等報告書（例 平成 10 年度 第 3 四半期） ２ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 2 年度 第 1 四半期   2.9×108 Bq 7.2×108 Bq 

平成 2 年度 第 2 四半期   5.7×107 Bq 1.4×108 Bq 

平成 2 年度 第 3 四半期   2.8×107 Bq 7.0×107 Bq 

平成 2 年度 第 4 四半期   1.3×108 Bq 3.2×108 Bq 

平成 2 年度 年度   5.0×108 Bq 1.3×109 Bq 

平成 3 年度 第 1 四半期   4.4×108 Bq 1.1×109 Bq 

平成 3 年度 第 2 四半期 6.2×1010 Bq 6.3×1010 Bq 2.1×108 Bq 5.3×108 Bq 

平成 3 年度 第 3 四半期   7.3×107 Bq 1.8×108 Bq 

平成 3 年度 第 4 四半期   1.8×108 Bq 4.5×108 Bq 

平成 3 年度 年度   9.0×108 Bq 2.2×109 Bq 

平成 4 年度 第 1 四半期   2.1×108 Bq 5.3×108 Bq 

平成 4 年度 第 2 四半期   3.9×108 Bq 9.7×108 Bq 

平成 4 年度 第 3 四半期 1.3×1011 Bq 1.4×1011 Bq 4.2×108 Bq 1.0×109 Bq 

平成 4 年度 第 4 四半期 3.8×1010 Bq 3.9×1010 Bq 3.0×108 Bq 7.6×108 Bq 

平成 4 年度 年度   1.3×109 Bq 3.3×109 Bq 

平成 5 年度 第 1 四半期 3.6×1010 Bq 3.7×1010 Bq 3.3×108 Bq 8.1×108 Bq 

平成 5 年度 第 2 四半期   2.8×108 Bq 7.0×108 Bq 

平成 5 年度 第 3 四半期 5.3×1010 Bq 5.4×1010 Bq 4.2×108 Bq 1.1×109 Bq 

平成 5 年度 第 4 四半期   6.8×108 Bq 1.7×109 Bq 

平成 5 年度 年度 3.6×1011 Bq 3.7×1011 Bq 1.7×109 Bq 4.3×109 Bq 

平成 6 年度 第 1 四半期 4.2×1010 Bq 4.3×1010 Bq 3.5×108 Bq 8.8×108 Bq 

平成 6 年度 第 2 四半期   2.5×108 Bq 6.2×108 Bq 

平成 6 年度 第 3 四半期 8.8×1010 Bq 8.9×1010 Bq 3.0×108 Bq 7.6×108 Bq 

平成 6 年度 第 4 四半期 7.9×1010 Bq 8.0×1010 Bq 3.9×108 Bq 9.8×108 Bq 

平成 6 年度 年度   1.3×109 Bq 3.2×109 Bq 

平成 7 年度 第 1 四半期   4.2×108 Bq 1.1×109 Bq 

平成 7 年度 第 2 四半期   2.0×108 Bq 5.1×108 Bq 

平成 7 年度 第 3 四半期 8.4×1010 Bq 8.5×1010 Bq 2.0×108 Bq 5.1×108 Bq 

平成 7 年度 第 4 四半期 4.7×1010 Bq 4.8×1010 Bq 3.4×108 Bq 8.4×108 Bq 

平成 7 年度 年度   1.2×109 Bq 2.9×109 Bq 
 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（5/10） 

 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量当量等報告書（例 平成 10 年度 第 3 四半期） ２ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「焼却炉排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 8 年度 第 1 四半期   2.3×108 Bq 5.8×108 Bq 

平成 8 年度 第 2 四半期   2.7×108 Bq 6.8×108 Bq 

平成 8 年度 第 3 四半期   1.7×108 Bq 4.3×108 Bq 

平成 8 年度 第 4 四半期 6.8×1010 Bq 6.9×1010 Bq 2.0×108 Bq 5.0×108 Bq 

平成 8 年度 年度   8.8×108 Bq 2.2×109 Bq 

平成 9 年度 第 1 四半期   1.6×108 Bq 4.0×108 Bq 

平成 9 年度 第 2 四半期   3.0×108 Bq 7.6×108 Bq 

平成 9 年度 第 3 四半期   3.5×108 Bq 8.8×108 Bq 

平成 9 年度 第 4 四半期   1.3×109 Bq 3.1×109 Bq 

平成 9 年度 年度   2.1×109 Bq 5.2×109 Bq 

平成 10 年度 第 1 四半期 5.5×1010 Bq 5.6×1010 Bq 3.2×108 Bq 8.1×108 Bq 

平成 10 年度 第 2 四半期   1.9×108 Bq 4.7×108 Bq 

平成 10 年度 第 3 四半期   6.7×108 Bq 1.7×109 Bq 
 

 

   

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（6/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量当量等報告書（例 平成 10 年度） 1 ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 報告対象期間 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 10 年度 第 4 四半期   9.0×109 Bq 1.2×1010 Bq 

平成 10 年度 年度 3.7×1011 Bq 3.8×1011 Bq 2.4×1010 Bq 2.8×1010 Bq 

平成 11 年度 第 1 四半期   5.0×109 Bq 5.3×109 Bq 

平成 11 年度 第 2 四半期   2.6×109 Bq 2.7×109 Bq 

平成 11 年度 第 3 四半期   2.4×109 Bq 2.6×109 Bq 

平成 11 年度 第 4 四半期   3.4×109 Bq 3.6×109 Bq 

平成 11 年度 年度     

平成 12 年度 第 1 四半期   6.6×109 Bq 8.0×109 Bq 

平成 12 年度 第 2 四半期   4.1×109 Bq 4.2×109 Bq 

平成 12 年度 第 3 四半期   3.9×109 Bq 4.3×109 Bq 

 

 

 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の合計で

あるが，当該年度は

両排気筒からトリ

チウムが放出され

た。 

このため，当該年度

の「その他排気筒」

の放出量は両排気

筒の放出量の合計

値である。 

なお，平成 11 年度

は報告値に変更は

ない。 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（7/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（平成 12 年度） ２ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 12 年度   2.4×1010 Bq 2.7×1010 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の合計で

あるが，当該年度は

両排気筒からトリ

チウムが放出され

た。 

このため，当該年度

の「その他排気筒」

の放出量は両排気

筒の放出量の合計

値である。 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（8/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（平成 13 年度） ５ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 13 年度   2.0×1010 Bq 2.1×1010 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の合計で

あるが，当該年度は

両排気筒からトリ

チウムが放出され

た。 

このため，当該年度

の「その他排気筒」

の放出量は両排気

筒の放出量の合計

値である。 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（9/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（例 平成 19 年度） ５ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 14 年度   2.1×1010 Bq 2.2×1010 Bq 

平成 15 年度   1.7×1010 Bq 1.9×1010 Bq 

平成 16 年度 7.4×1011 Bq 7.5×1011 Bq 1.7×1010 Bq 1.8×1010 Bq 

平成 17 年度   1.7×1010 Bq 1.8×1010 Bq 

平成 18 年度   1.4×1010 Bq 1.5×1010 Bq 

平成 19 年度   1.0×1010 Bq 1.1×1010 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の合計で

あるが，当該年度は

両排気筒からトリ

チウムが放出され

た。 

このため，当該年度

の「その他排気筒」

の放出量は両排気

筒の放出量の合計

値である。 

 

① 

② 



放射線業務従事者線量等報告書（昭和 63 年度第 4 四半期～平成 30 年度：トリチウム） 正誤表（10/10） 

 

 

該当報告様式 正誤表 備考 

（泊発電所 放射線業務従事者線量等報告書（例 平成 30 年度） ５ページ目） 

 

 

 

報告対象年度 

トリチウムの放出量 

①「原子炉施設合計」 ②「その他排気筒」 

誤 正 誤 正 

平成 20 年度   7.6×109 Bq 8.5×109 Bq 

平成 21 年度 5.5×1011 Bq 5.6×1011 Bq 1.1×1010 Bq 1.2×1010 Bq 

平成 22 年度   5.9×109 Bq 7.0×109 Bq 

平成 23 年度   8.8×109 Bq 9.8×109 Bq 

平成 24 年度 6.0×1011 Bq 6.1×1011 Bq 3.3×109 Bq 3.8×109 Bq 

平成 25 年度   1.1×109 Bq 1.4×109 Bq 

平成 26 年度   6.6×108 Bq 7.9×108 Bq 

平成 27 年度   7.3×108 Bq 1.1×109 Bq 

平成 28 年度   3.9×108 Bq 6.3×108 Bq 

平成 29 年度   4.4×107 Bq 9.0×107 Bq 

平成 30 年度   1.3×108 Bq 2.2×108 Bq 
 

注：「その他排気筒」

とは「廃棄物処理建

屋排気口」と「焼却

炉排気筒」の合計で

あるが，当該年度は

両排気筒からトリ

チウムが放出され

た。 

このため，当該年度

の「その他排気筒」

の放出量は両排気

筒の放出量の合計

値である。 

 

 

① 

② 
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